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札幌都心Ｅ！まち開発推進制度 とは？
札幌都心での建物建替えや増築などの開発計画において、事業者と市が協働し

都心の目標である「脱炭素化」「強靭化」「快適性向上」の
達成につながる計画とするための制度です。

「札幌市都心における持続可能なゼロカーボン都市開発推進要綱」に定められています。

②運用実績報告

～制度の概要～

事前協議を行った計画について、
建物が完成し、使用し始めてから年
１回、エネルギー消費量や計画内容
の実施状況を報告します。

取組支援

協議・運用実績の公表

優れた取組の表彰

都心の目標達成に向け、高い
効果が期待できる取組は、容積
率の緩和などの制度による支援
を受けることができます。

事前協議や運用実績の内容は、
事業者の同意のもと札幌市公式
ホームページで公表します。

特に優れた取組を行う建物に
ついては表彰を行い、取組内容
を積極的に発信します。
取組姿勢をＰＲする手段とし

てぜひご活用ください。

事業者が主体で行うこと
詳しくは「３.手続きの流れ」をご確認ください。

➀計画内容の事前協議
建替えや開発計画の早い段階に、

都心の「脱炭素化」「強靭化」「快
適性向上」につながる取組について
札幌市と協議します。
取組項目の例は市の公式ホーム

ページなどで事前に公表されるため、
協議を効率的に進められます。

市が主体で行うこと

「札幌市都心における持続可能なゼロカーボン都市開発推進制度」
（愛称：札幌都心Ｅ！まち開発推進制度）令和４年５月９日より運用開始

令和４年度検討

令和４年５月より札幌都心Ｅ！まち開発推進制度の運用を開始（本日時点１１件協議済）
制度の運用を通じて見えた課題への対応や効果的な公表等の具体化に向け、部会での意見交換や事業者ヒアリングを踏まえ検討を実施
「表彰」の具体化、「取組支援」の更なる拡充案は次年度以降も継続検討することとした

制度の概要（パンフレット抜粋）

札幌市として重点的に取組を誘導する
項目を明確化し、定量評価への加点な
どを整理

令和５年度以降適用予定

令和４年度検討

計画段階の定量評価結果と取組支援策
との連動を図るため、公表について具
体化検討

令和５年度から公表実施（予定）

令和５年度以降も継続検討



（本日）
第３回都心エネルギープラン推進委員会への報告

「札幌都心Ｅ！まち開発推進制度」の制度改善や公表等の具体化について、制度に関連する関係主体との意見交換を行いながら検討することとした
検討に際し「都心エネルギープラン推進委員会」の内部組織として「都市開発推進制度部会」を設置して意見交換を実施（年度内２回開催）
併せて都心の開発に関係する事業者とのヒアリングも実施

令和４年度

推進委員会でのご意見を踏まえ、次の内容について意見交換を実施
（内容）
 民間開発とＥ！まち制度の関連について
 支援策と評価制度の連携について
 事業者ヒアリングの内容と候補先について

第１回 都市開発推進制度部会（１０月４日開催）

第２回推進委員会および事業者ヒアリングを踏まえ、次の内容について意見交換を実施
（内容）
 札幌都心Ｅ！まち開発推進制度 評価基準の再整理について
 札幌都心Ｅ！まち開発推進制度 取組の公表手法について
 表彰・取組支援の検討方向性について

７月２８日 第１回都心エネルギープラン推進委員会

第２回 都市開発推進制度部会（２月１４日開催）

 評価基準の再整理検討結果
 公表の具体化検討結果
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１１月１４日 第２回都心エネルギープラン推進委員会

事業者ヒアリング実施

（議題抜粋）
 札幌都心Ｅ！まち開発推進制度の公表・表彰・取組支援の検討
 都市開発推進制度部会の設置について

（議題抜粋）
 都市開発推進制度部会の開催報告



E！まち制度の目的
①開発計画の早い段階に市と開発事業者が協議を行い、市の目標実現に資す
る良好な開発計画となるよう調整

②脱炭素化に向けた取組の進行管理
③優良な計画に対しては、公表・表彰を通じて事業者を支援するツールとし
て活用

E！まち制度は2022年５月から運用が開始されているため、評価建物の実績が
少ない。このため、上記③の「優良な計画」の妥当性の検証に足りるデータベー
スが存在していない。

【課題①】建替えに伴う支援策の判断基準として計画段階評価の公表が必要

E！まち制度の試評価を実施した結果明らかとなった課題

【課題②】網羅的に各種取組を行わなければ評価されない評価基準となっている

【課題③】特徴的な取組みを評価しにくい
※低炭素化との関係性が認められる、特徴的な取組が評価を受けにくい場合がある。

特徴的な取組みをしているが評
価結果が上がらない状態

分かりやすい最低基準ラインを
設定して評価を見直したイメージ

目的①
事前協議による誘導

目的③
公表・表彰を通じた支
援策とのリンク

支援策A支援策A

支援策B支援策B

支援策Ｃ支援策Ｃ

事前協議
制度

事前協議
制度

【今回実施する作業】
支援に対する評価水準
の妥当性の確認

低炭素
強靭

快適・健康

フィード
バック

運用実績
報告

運用実績
報告

目的②
プランの進行管理

（ ※地区計画等による容積率緩和を受けている建物、ZEB到達の建物）

（１）E！まち制度評価の再整理の必要性について （２）評価（表彰・支援）の方針に対する課題整理

トップレベル支援策として、現在は地域冷暖房プラント整備やZEB化に対する容積率
の緩和が行われている。

 E！まち制度による評価結果を活用した表彰や支援策検討に向け、評価の水準
を判断するため、一定程度以上の評価が想定される既存の建物※を複数選定し、
Ｅ！まち制度の事前協議を実施した場合の試評価を行い分析

表彰や支援の対象になりうる計画であっても、試評価の結果が低い場合、必要
に応じて評価方法の再整理の方向性を検討

制度の目的と運用現況

制度見直しのための確認点 見直しの方向性（案）：課題②に対して

現評価制度の課題

今後、新たなトップレベル支援を検討。

その要件としてＥ！まち制度の評価を活用するため、評価基準の再整理を行いたい。
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第１回部会資料
（１０月４日）



■検討成果：評価基準の再整理について

重点取組項目（案） 設定理由 誘導水準（案）

脱炭素 ①ZEBの達成 都心の低炭素化促進  BEI値（Orientedは用途ごと）
※建築物省エネ法の義務基準が2030年までにZEB-Oriented相当まで引き上げられる予定で
あり、BEIの誘導水準基準は時限的措置の可能性

②EMSの導入  ICT活用による運用改善
 AEMSへの波及

年間のエネルギー消費量、CO2排出量等運用状況の可視化
建物運用開始後のエネルギーマネジメント実施

強靭 ③自立分散電源の確保 分散電源比率向上による非常時の都市活動の継続 帰宅困難者対策ガイドラインの準用
• オフィス＊2・一時滞在施設：３日間の機能維持が可能
• ホテル・商業など：最低24時間は従業員・施設利用者等の安全な場
所で電力・熱を確保可能

③´CGSの導入 低炭素化と強靭化に寄与する自立分散電源の設置 ③同等水準を確保するもの
※計算法によりBEI値算出に反映されるため、強靭化のみ加点対象として想定

快適・健康 ④オープンスペース整備 心地よく健康的に過ごせる空間の創出 地区計画の方針もしくは第２次都心まちづくり計画の実現に寄与

重点取組項目と誘導水準を新たに設定

「重点取組項目」の新たな設定
「重点取組項目」および用途に応じた

「誘導水準」の設定

 将来的な社会状況変化への柔軟な対応の必要性を考慮し、重点取組項目を設定し、加点評価として整理
 用途や規模による傾向の違いを踏まえ、用途別に誘導水準を設定
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公表の根拠（札幌市都心における持続可能なゼロカーボン都市開発推進要綱）

行政計画上の位置付け（都心エネルギーアクションプラン）

事業者ヒアリング
 公表の仕方によってはモチベーションを低下させる可能性
 規模の小さな建物では取り組める項目も少なく、評価点数が低く出る想定
 公表等を通じて、市がやる気をもって推進していることを見せる、伝える
ことが重要

 脱炭素に向けたまちづくり等をPRすることで、民間企業も賛同する可能性

都心エネルギープラン推進委員会および部会での意見
（2022.7.28 令和4年度第1回都心エネルギープラン推進委員会）
 成功事例の公表により、良い流れを作れないか
 先進モデルを目玉として早めに公表し、方向性を打ち出してリードする
 HP上の公表だけではなく、不動産価値と連動して提示できるとよい
（2022.10.4 第1回都市開発推進制度部会）
 制度が開発時の協議制度だと思われており、運用段階の理解が深くない。
早い段階で事例公表し、制度を活用してもらうようにすることが有効

• 公表は「建築物所有者の同意」を得
たうえで実施

• 公表内容として建築物の名称・所在
地のほか「事前協議結果」「運用実
績報告」を位置付け

公表の目的は次の２点
・取組状況の周知
・ビル事業者の積極的な取組を促す

事業者ヒアリングでは、公表による取
組へのモチベーション低下（評価比較
による悪目立ちなどと想定）への懸念
のほか、市の施策の発信としての役割
に関する意見

都心エネルギープラン推進委員会およ
び部会では、先進モデルなどによる方
向性明確化・早めの公表の必要性や、
不動産価値との連動に関する意見

検討の視点①
要綱条文に規定する公表内
容のうち、行政計画上の目
的達成に向け、公表に必要
となる情報の整理

検討の視点②
事業者ヒアリング、推進委
員会および部会意見を踏ま
えた、具体的な公表イメー
ジ・公表時期の検討

 公表の根拠や位置付け、推進委員会・部会や事業者ヒアリングでの意見交換内容を踏まえ、検討の視点を整理した
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■検討成果：公表の具体化について（検討の視点）



目的 公表項目案（事前協議） 公表項目案（運用実績）
取組状況の周知  「取組計画書」

※容積率緩和の有無、容積率緩和にかかる「脱炭素化
推進ボーナス」適用の有無を明示することとして検討

 「運用実績報告書」

 事前協議件数
事前協議済み件数（建物用途毎）

 対象延べ面積
事前協議済み建物の延べ面積（建物用途毎）
 視覚的に分かりやすいグラフでの表記も検討

 平均ＢＥＩ（建物の省エネ性能指標）
事前協議済み建物の平均BEI（全体・建物用途毎）
 床面積による加重平均での公表

 分散電源容量
業務継続に必要な電力を72時間以上確保した事前協議
済み建物の延べ面積の比率、分散電源容量の合計
 視覚的に分かりやすいグラフでの表記も検討

 屋内外空間の整備状況
公開空地の利活用までを想定した事前協議済み建物の
延べ面積の合計
 都心マップでの表記も検討

 CO2削減量
 CO2削減率
 ２０１２年比での表示として検討
 CO2削減量は年あたりの総量として検討
 視覚的に分かりやすいグラフでの表記も検討

 平均CO2排出量原単位
全体・建物用途毎の平均CO2排出量原単位
 床面積による加重平均での公表を検討

ビル事業者の積極的な取組を促す
先進的な取組による手法の波及

 先進事例（事前協議時点）の取組内容の詳
細

 先進事例をどのように定義するか
 発信する詳細情報の内容
 詳細情報の整理の仕方
 発信の手法

 先進事例（運用段階）の取組内容の詳細
 先進事例の定義
 発信する詳細情報の内容
 詳細情報の整理の仕方
 発信の手法

【公表】の目的を「取組状況の周知」として位置付け、次年度から公表を実施することとしたい

先進的な取組を広く明らかにし（表彰）、
手法の他への波及につなげる。
 【表彰】として具体化
※次年度検討

①個別計画の情報
「取組計画書」「運用実績報告書」は
要綱に基づき単純公開を行う

➁取組状況周知用の情報
「取組計画書」「運用実績報告書」の
内容を基に情報を整理し、都心エネル
ギープランの取組状況・進捗の周知を
目的として公表する
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■検討成果：公表の具体化について（公表項目）

表：公表項目の整理



No. プロジェクト名 用途 規模 認証取得 取組計画
運用実績報告

1 ABCDビル オフィス ○○㎡ ZEB-oriented PDF

2 EFGビル オフィス、商業 ○○㎡ CASBEE-WO PDF

3 HIJホテル ホテル ○○㎡ ー PDF

取組状況の周知・進捗の共有のための具体的な公表イメージ

➁ 取組状況周知用の情報の公表（イメージ）
公表項目（案）

【事前協議段階】
 事前協議件数
 対象延べ面積
 平均ＢＥＩ（建物の省エネ性能指標）
 分散電源容量
 屋内外空間の整備状況

【運用段階】
 CO2削減量
 CO2削減率
 平均CO2排出量原単位

（イメージ）

① 個別計画の情報の公表（イメージ）

「取組計画書」
「運用実績報告書」
・・・ＰＤＦ等データで公表

根拠データは、下層に専用のデータ格納ページを作成し公表を想定
※公表は建物所有者の同意を得たもののみ

札幌市公式ＨＰ
「都心におけるエネルギーの取組」

ページにて公表を想定
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■検討成果：公表の具体化について（公表イメージ）



計画内容の自己評価

建築行為

事前協議の申出

事前協議

運用実績報告

計画内容について
札幌市と協議

事前協議の完了

完了届の提出

変更申出書の提出

運用実績報告

計画内容に変更が生
じた場合

「運用実績報告書」の公表

「取組計画書」の公表

「取組計画書」の公表

計画段階公表の位置付け

完了届までに計画内容変更の届出があった
場合に対応

計画段階公表することについて
事前協議申出書様式に追記変更が必要

事前協議・運用実績報告の流れと公表段階の整理

 開発の段階に応じた支援策との連動を考慮し、計画段階における公表を新たに位置付け
 公表にあたっては、事業者（所有者）の同意を求めますが、容積率緩和等の支援を受ける物件は公表対象として整理（容積認定時に確認）
 計画段階公表の同意については、すでにE！まち制度の協議済み案件にも遡及適用することとし、個別に協議を想定
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■検討成果：公表の具体化について（公表時期）
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■第２回 都市開発推進制度部会での意見交換要旨

項目 主なご意見

評価基準の再整理

 エネルギーの観点からの見直しとしては良いと思う。
 まちづくり全体としてどう価値をつけていくかが今後は重要。
 用途による評価に差が出る傾向にある。

 札幌市としてどういった建物が増えて欲しいかという点で、例えば、道産
材の活用など新しい取組を評価されるとよい。

 列挙された取組項目にないものを評価できる仕組みであるとよい。独自提
案で評価するのであれば、事業者にとって分かりやすくする。

 ハードの評価に加えて、ウォーカブルやグリーンインフラの考え方など、
人々がどう感じるか、どれだけ楽しいか、どう活用できるか
といった都心の質を評価する観点の評価も検討されるとよい。

 既存建物の一部を活用するなどサーキュラー・エコノミーの観点も評価で
きる。

公表方法
 公表手法は問題無し。
 改修も公表対象とはなるが、現時点では協議実績がない。

表彰・取組支援

 次年度より実施予定であるオフィス家賃補助以外にも、他用途に適用でき
る支援策を検討してほしい。

 税制などについても、他事例等継続調査してもらいたい
 既存建物に対するインセンティブも検討が必要。建設コストアップのため
改修についても検討しているが、新築のように５０年持つ建物とはなりに
くい。

今年度の都市開発推進制度部会での意見交換を踏まえ、評価基準再整理・取組公表について令和５年度より実施予定
表彰・取組支援は引き続き検討



～2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026～2030 2031～2050 2051～

総合計画

関連する
都市づくり関係の計画

都心まちづくり
関係の計画

札幌市まちづくり戦略ビジョン（2013-2022）

第2次都市計画マスタープラン（2016-2035）※社会経済情勢の変化や関連計画の変更を踏まえて随時見直し
札幌市立地適正化計画（2016-2035）※第2次都市計画マスタープランの一部とみなす

都市再開発方針（2016-2025）2016年改定

2016年改定

みどりの基本計画
（2011-2020） 第4次みどりの基本計画（2020-2029）

都心のみどりづくり方針（2023-2042）

2020年改定

2023年策定(予定)

第2次都心まちづくり計画（2016-2035）2016年改定
はぐくみの軸強化方針検討

都心エネルギーマスタープラン（2018-2035）2018年策定
都心エネルギーアクションプラン（2019-2030）2019年策定

2016年策定

第2次札幌市まちづくり戦略ビジョン（2022-2031）

戦略編
策定予定

2022年
ビジョン編策定

２０５０年までに建物から排出されるＣＯ2を
２０１２年比で８０％削減

低炭素
Low Carbon

２０５０年までに都心強化先導エリアの
分散電源比率を３０％以上に

強靭
Resilience

都心の回遊性をさらに向上させるとともに
心地よく健康的に過ごせる場所を２倍に

快適・健康
Livability

■ 都心エネルギープランの３つの基本方針と2050年の目標都心エネルギーアクションプランＫＰＩ設定年度

■ 札幌市気候変動対策行動計画

（2050年目標）温室効果ガス排出量を実質ゼロ

（2030年目標）
温室効果ガス排出量を2016年比で55％削減

 都心エネルギーアクションプランに位
置付ける７つのプロジェクトの進捗検
証（２０２３年ＫＰＩに関して）

 各プロジェクトＫＰＩの進捗状況や都
心部の開発動向などを踏まえ、プラン
を適宜見直し

2050

2023年度末は「都心エネルギーアクションプラン」のＫＰＩ設定年度
次年度（2023年度）は、プランに位置づけるプロジェクトの2023年ＫＰＩに関し進捗状況の検証を行うとともに、アクションプランの計画期間である2030
年以降を見据え、プラン改定に向けた検討を進める必要

都心エネルギープラン推進委員会の中で、プラン改定に向けた意見交換を行うこととしたい

関連計画の策定時期と計画期間（都市づくり、環境・エネルギー施策に関連する計画等を抜粋）

2023末

２．意見交換 札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 10



２．意見交換 札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 11

都心エネルギープラン推進委員会 意見交換

第１回
７月２８日

令和４年度

令和５年度
（予定）

第２回
１１月１４日

第３回
３月１４日

第１回

第２回

第３回

基礎的整理の考え方

上位計画、関連計画の時系列整理
都心のまちづくり状況（都市計画決定状況、エネルギーネットワーク現況）

本日
都心エネルギープラン基本方針ごとの現状整理
社会状況変化や技術動向
推進委員会、事業者ヒアリングでいただいたご意見
ＫＰＩの現況

都心エネルギープラン策定以降の進捗と動向を確認
次年度以降のプラン改定に向けた取組の位置づけなどに

ついて意見交換

目標：都心エネルギーアクションプラン改定素案の整理

議題（予定）
• ２０２３ＫＰＩの達成見込みについて
• 都心エネルギーアクションプランに位置付ける各プロジェクトの状況について

議題（予定）
• 都心エネルギーアクションプランのプロジェクト再整理案について
• ＫＰＩの再整理案について

議題（予定）
• 意見交換を踏まえた修正等について
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今年度は「都心エネルギープランの目標」「社会状況」「検討成果等」を踏まえ、都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理を進めるとしている
本日は都心エネルギープランの目標・基本方針ごとに、「社会状況」「今年度の検討内容」「委員会での意見」をトピックスとして整理し、プラン策定以降の
現状を把握し情報整理を進めたい（各トピックスは補足資料で詳細説明を行う）
本日の意見交換では、プラン改定の状況の整理やトピックス等について、専門的知見からご意見を頂戴したい。

令和４年度 第１回札幌都心エネルギープラン推進委員会での説明内容 本日の説明資料

都心エネルギープランの目標と基本方針

プラン策定からの取組状況

社会状況、今年度の検討内容、委員会での意見など
トピックスとして表示し、プラン改定の状況を整理

都心エネルギーアクションプランに位置付けるＫＰＩの考察

各トピックスは
補足資料で詳細説明

※都心エネルギーマスタープランの目標と基本方針を基に整理を行うため、プロジェクト①「発信」および⑦「交流」は対象とせず、次年度以降の議論で扱うこととしたい

社

意

検

技

トピックスの凡例

社会動向

技術動向

推進委員会、事業者ヒアリング
でのご意見

今年度の検討成果

本日の説明資料の構成



 改修への対応の必要性
• 現在は建替が主流だが、2030年以降はストックの活用への
対応の重要度が高まる可能性

目標
2050年までに建物から排出されるCO2を2012年比で80％削減

CO2削減目標の実現に向けた割合目安：３０～５０％程度

都心エネルギーマスタープラン
基本方針【低炭素】

 建物建替時等の省エネビルへの誘導
主な取組内容（抜粋）
• 建物の建替えや改修時などに合わせて低炭素で持続可能なまちづくりを推進するため、札幌市
独自の「誘導推進制度」の構築を検討

• 省エネ目標は、基準を設定したうえで30～50％程度の削減を目指し、建物の建替えや改修時
などに合わせて効果的な省エネ対策の誘導を図る

• 都心内の地域特性を踏まえ、エリアごとに最適な省エネ対策の誘導を図る

対策①
「建物の省エネルギー化」
建物の建替え時に高断熱化、自然
採光、外気冷房、設備システムの
高効率化などの対策を行うことに
より、一次エネルギー消費量を
30％以上削減

都心エネルギーアクションプラン

 「札幌都心Ｅ！まち開発推進制度」運用開始（令和4年5月9日）
• 3月14日時点、協議済件数11件

「都心における開発誘導方針」改定による容積率の緩和要件、緩和幅拡充

Ｅ！まち制度の定量評価と連動した支援策の検討

新築建物建設時を対象とした省エネ技術情報の提供

• ＺＥＢを緩和要件に追加
• ＤＨＣ接続、ＥＣ整備の緩和容積率拡充

• Ｅ！まち制度で一定以上の定量評価を受けたオフィスに、本社機能などを移転する企業に対し、
家賃の補助を実施（令和５年度から開始予定）

• 省エネ技術導入の費用対効果を試算検討した結果について、情報提供を実施（令和5年度から開
始予定）

 CO2削減に向けた目標設定と考え方

プロジェクト⑥
都市開発の誘導・調整

建物の更新等に合わせて、持続可能なまちづくりに
関する取組を推進するためのルールづくり

 建築物省エネ法の省エネ基準の改定
• 国交省は建築物の省エネを推進するため、建築物省エネ法の
義務基準を引き上げる方針を公表

 資金調達と建物認証
• 既存建物の取得資金のファイナンスの評価基準として、
DBJのGB認証やBELS認証を利用する事例

社

意

意

 運用時を含めた総合的な省エネの必要性
• 建物性能だけではない運用時のエネルギーへの着目
（蓄電・蓄熱、EMSなど）

意

 工事費高騰への対応
• 費用対効果を見極めた省エネ手法の導入

意

補足資料１-１

補足資料１-２ 補足資料１-４

補足資料１-３

２．意見交換 札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 13

都心エネルギーアクションプランに位置付けるＫＰＩ（プロジェクト⑥）
• 現都心エネルギーアクションプランではプロジェクト⑥のKPI設定はなく、制度運用開始後にKPIを設定することとしている
• KPI設定については次年度以降検討

プラン改定に向けた状況の整理
• 「Ｅ！まち制度」の運用により、建物建替時に省
エネビルへ誘導する体制を整理

• 今後、国が進める省エネ基準の改定や、改修への
対応、運用時を含めた総合的な省エネなどの視点
を踏まえた取組の位置付け整理が重要

• 都心エネルギーアクションプランでは、プロジェ
クト⑥「都市開発の誘導・調整」に関するＫＰＩ
の設定が無く、検討が必要

基本方針の目標について（P14,15共通）
国および札幌市が「２０５０年カーボンニュートラル」
を宣言していることを踏まえ、都心においても「８０％
削減」の目標値を再考する必要



プロジェクト② プロジェクト⑥
低炭素で強靭な熱利用 都市開発の誘導・調整

積雪寒冷地ならではの低炭素な熱利用を推進するための
冷水・温水導管ネットワークの幹線整備とコージェネの導入

建物の更新等に合わせて、持続可能なまちづくりに
関する取組を推進するためのルールづくり

目標
2050年までに建物から排出されるCO2を2012年比で80％削減

CO2削減目標の実現に向けた割合目安：～２０％程度

都心エネルギーマスタープラン
基本方針【低炭素】

 コージェネを核としたスマートなエネルギーの面的利用の拡大
主な取組内容（抜粋）
• 拠点開発へのコージェネを導入したエネルギーセンターの設置
• コージェネの排熱を地域熱供給で有効利用するため、建物の建替えに合わせて熱導管ネット
ワークを整備し、接続を積極的に誘導

• 建物側へのＢＥＭＳ導入、エリア全体でのＡＥＭＳ導入の推進
• ICTを活用した地域全体でのエネルギー利用の最適化の推進

対策②
「エネルギーの面的利用」
コージェネの発電排熱を地域熱供
給によって面的に融通することで、
効率的にエネルギー利用

都心エネルギーアクションプラン

大規模再開発の機会を捉えた
エネルギーセンター整備を計画

建替計画と連動した熱導管整備

• 熱供給事業者 3事業者
• 供給エリア 132ha
• 熱導管総延長 約51km
• エネルギーセンター 7か所
• 供給件数 103件

• Ｅ！まち制度による接続誘導
• 整備費への市費での補助実施（令和3年度）
• 今後の整備予定箇所については、財源として
地域脱炭素交付金を充当予定

• 大規模再開発の計画時調整により、新たな
エネルギーセンター整備を都市計画決定

 建物建替え等と連動したエネルギー
ネットワーク拡充 CO2削減に向けた目標設定と考え方

都心エネルギーアクションプランに位置付けるＫＰＩ（プロジェクト➁）

 プラント連携による効率改善
• 低い効率（供給熱量が小さい（低負荷）運転時間帯）をプラ
ント連携により改善

 変温度供給の導入
• 負荷に応じて供給温度を変える変温度供給の導入

 AIを活用したCEMSの導入
• 需要と供給、双方のエネルギーを効率的にマネジメントし、
需要家と一体となった省エネ推進

技

検

 再エネ熱、未利用熱の活用事例
• 地中熱や太陽熱などの再エネ熱源を取り込み、温熱と冷熱の
負荷融通によるシステム全体の改善を目指す検討が展開

技

技  CGSによる省エネとレジリエンス効果
• エネルギー融通によるピークの平準化
意

• ２０２１年時点のCO2排出係数 ： 0.0511kg-CO2/MJ
• 次年度以降も開発の機会を捉えたエネルギーネットワーク拡充や、再エネ・未利用エネの活用により
目標達成を目指す

補足資料２-１

補足資料２-２

補足資料２-３

補足資料２-５
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 脱炭素先行地域の取組
• CNガス導入など、エネルギーネットワークを活用した２０
３０年脱炭素先行地域の目標達成に向けた取組の展開

検
補足資料２-４

プラン改定に向けた状況の整理

• エネルギーネットワーク拡充は都市開発と連動し
着実に推進

• 今後は、プラントの連携による効率改善に加え、
変温度供給やCEMS導入など技術動向を踏まえた
エネルギーネットワークのあり方を検討

• 脱炭素先行地域の取組を踏まえた再エネ・未利用
エネの活用やCGSの導入は引き続き推進



プロジェクト③
低炭素で強靭な電力利用

再生可能エネルギー由来の低炭素な電力利用を推進するための
地域新電力事業の立ち上げとエネルギー利用の多様化

目標
2050年までに建物から排出されるCO2を2012年比で80％削減

CO2削減目標の実現に向けた割合目安：１０～３０％程度

都心エネルギーマスタープラン
基本方針【低炭素】

 地域新電力による再生可能エネルギー電力の利用拡大
主な取組内容（抜粋）
• 太陽光発電や木質バイオマスなど、再生可能エネルギーの導入を推進
• 都心の再生可能エネルギー需要に対応するため、都心外との連携により再生可能エネルギー由
来の電力を供給する地域新電力事業を検討

• 都心の需要家への低炭素電力の供給を進めることにより、省エネビルへの建替えやエネルギー
の面的利用など、都心のまちづくりに関する取組の促進につなげる誘導策を検討

• 需要地としての都心と、供給地としての周辺地域により、エネルギーの地産地消を進める

対策③
「再生可能エネルギー利用」
再生可能エネルギーや水素利用等の
新技術を活用することで更にCO2排
出量を削減

都心エネルギーアクションプラン

• エネルギー事業者との勉強会により事業化検討を実施したが、国の制度見直し（非化石価値取引
に関する市場の再編等）や卸電力価格高騰などの状況を踏まえ事業化見送り

• 都心への再生可能エネルギー由来電力の導入を主目的として、目的達成に向けた最適な手法につ
いて引き続き継続検討を実施することとして整理

 地域新電力の事業化検討（令和２～３年度）

再エネ電力導入手法の整理

道内自治体との連携による再エネ電力導入事業（環境局）
• 道内の他自治体で発電された再エネ由来電力の余剰分を札幌市内で活用
• 併せて発電自治体への地域貢献にも資する仕組みを構築

 都心への再生可能エネルギー由来電力の導入拡大手法検討（令和３年度～）

• 電気事業法の改正などを踏まえた、再エネ電力導入手法ごとのスキームを整理

 CO2削減に向けた目標設定と考え方

都心エネルギーアクションプランに位置付けるＫＰＩ（プロジェクト③）

 オフサイトＰＰＡの制度化
• 2021 年11 月オフサイトPPAの関係省令が改正され、域外
に整備された再エネ発電設備からの電力供給スキームが整理

 再エネ利用の最大化に向けた熱供給ネットワー
クの活用

• エネルギーマネジメントによる再エネ導入拡大の受け皿とし
ての熱供給ネットワーク

社

 クレジットによるCO2オフセット
• 電力と比較し、熱は温対法の報告に対応できるコンプ
ライアンス・クレジットが少ない状況

社 意

 水素利用技術の開発
• 水素や水を利用した合成メタン製造技術を開発中

技

• 地域新電力の事業化見送りにより、ＫＰＩの考え方を検討する必要がある
• 電力のCO2排出係数はエネルギー利用高度化法により社会減が見込まれる
• （参考値）２０２１年度北海道電力（株）CO2排出係数公表値 ： 0.537kg-CO2/kWh

出典：電気事業者別排出係数－R３年度実績－ R5.１.24 環境省・経済産業省公表

補足資料３-１

補足資料３-２

補足資料３-３
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プラン改定に向けた状況の整理

• 電力制度の改革などの社会状況を捉え、需要地で
ある札幌都心での最適な取組内容を見定める必要

• 需要地と供給地の関係性などを踏まえ、ＰＰＡな
ど電気事業法の枠組みにおいて、再エネ電力導入
拡大に繋がる最適手法を検討

• 再エネ熱についても脱炭素化に向けた重要な要素
であり、トランジット期の取組方向性など検討が
必要



プラン改定に向けた状況の整理
• 国などの政策動向を踏まえ、都心で必要となる取
組内容について地域特性を踏まえ再整理の必要

• 都心強化先導エリアにおいては、エネルギーネッ
トワークを活用した電力・熱の供給継続について
具体策を検討

• 都心全域で普遍的に必要な取組としての分散電源
の位置付けや整備の具体的手法を引き続き検討

プロジェクト④ プロジェクト⑥
スマートエリア防災 都市開発の誘導・調整

都心強化先導エリアの強靭性の向上に向けたエネル
ギー基盤やＩＣＴを活用したエリア防災の推進

建物の更新等に合わせて、持続可能なまちづくりに
関する取組を推進するためのルールづくり

目標
2050年までに都心強化先導エリアの分散電源比率を30％以上に

都心エネルギーマスタープラン
基本方針【強靭】

 分散電源率を増やし非常時の自立機能を強化
主な取組内容（抜粋）
• 災害等による系統電力途絶時においても、コージェネや非常用発電設備等により都市機能を維
持できる体制を構築

• 一時滞在施設等の照明、通信、エレベーター、給排水、暖房等の電源を確保

都心エネルギーアクションプラン

札幌都心Ｅ！まち開発推進制度による導入誘導

チカホへの非常用発電機整備

 自立分散電源の導入

• 誘導項目として設定し、Ｅ！まち制度に基づく協議により導入誘導

 非常時の避難、一時滞在施設に対する電力・熱・水の供給継続
主な取組内容（抜粋）
• 一時滞在施設等で電力・熱の供給を継続できるよう、コージェネや地域熱供給からエネルギー
融通ができる体制を構築

 エリアマネジメントによる建物と公共空間等が連携した防災対策の推進
主な取組内容（抜粋）
• 一時滞在施設や周辺建物等が非常時にエネルギーや情報等を共有する協定を締結するなど、公
民連携での防災対策を進める方法を検討

（分散電源比率増加のイメージ） （災害時の電力・熱・水の供給継続イメージ）

非常用電気等供給施設協定の締結

 非常時のエネルギー供給継続体制の構築

• 北1西1周辺街区における非常用電気等供給
施設協定（2021年9月）

都心エネルギーアクションプランに位置付けるＫＰＩ（プロジェクト➃）

 頻発する大規模自然災害と政策動向
• 近年頻発する大規模自然災害を踏まえた計画策定

社

 DHCからの非常時の電力供給
• DHCからの非常時の電力供給事例を調査しスキームを整理

検  都心の事業者へアンケート（2021）
• ４３％程度の建物が、非常時のエネルギー供給の強靭化につ
いて「検討済み」または「検討中」と回答

社

 分散電源としてのV2G
• 分散電源として電気自動車の「蓄電池」を活用する事例

技

 CGSによる省エネとレジリエンス効果
• 分散電源としてのCGSの、省エネとレジリエンスの両立
意

• チカホへの自立分散電源（非常用発電機）整備済
• チカホと周辺施設での協定締結は未実施
• 開発計画での新たな一時滞在施設の整備は「都心における開発誘導方針」の容積率緩和と連動し誘導
しているとともに、Ｅ！まち制度での評価項目となっている

補足資料４-１

補足資料４-４

補足資料４-３

補足資料４-２

２．意見交換 札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 16



プロジェクト⑤ プロジェクト⑥
快適・健康まちづくり 都市開発の誘導・調整

人々の快適性や健康性を高めるまちづくりに向けた
評価分析と都市機能の誘導

建物の更新等に合わせて、持続可能なまちづくりに
関する取組を推進するためのルールづくり

都心エネルギーマスタープラン
基本方針【快適・健康】

 健康増進に向けた歩きやすいまちづくりへの支援
主な取組内容（抜粋）
• 冬期の歩行環境改善（ロードヒーティング）と、低炭素な熱利用

都心エネルギーアクションプラン

 札幌らしい季節感を感じる屋外空間の充実に向けた対策
主な取組内容（抜粋）
• 都心の都市排熱の抑制や緑化、親水空間整備などの取組の推進

 四季を通じて快適に過ごせる屋内空間の創出への貢献
主な取組内容（抜粋）
• 多様な屋内空間の拡充と、それを支える低炭素で効率的なエネルギー利用の推進

（都心強化先導エリアにおける取組イメージ）

目標
都心の回遊性をさらに向上させるとともに、心地よく健康的に過ごせる場所を２倍に

札幌都心Ｅ！まち開発推進制度による導入誘導

まちなかの居心地の良さを測る指標（案）による試評価

 快適な屋内・屋外空間の創出誘導

• 誘導項目として設定し、Ｅ！まち制度に基づく協議により導入誘導

 現況調査

• 都心の4地点（広場×2、ストリート×2）を選定し、職員直営による試評価実施

都心エネルギーアクションプランに位置付けるＫＰＩ（プロジェクト➄）

 ウォーカブルなまちなかの形成
• 車中心から人中心の空間へと転換を図り「居心地が良く歩き
たくなる」まちなかづくりを推進

 CASBEE-ウェルネスオフィスがスタート
• 健康重視の方向に拡張するCASBEE-ウェルネスオフィスの
評価認証が2019年からスタート

社

社  人流データ・DXの活用
• 施設や店舗、乗り物の混雑状況を利用客に向けて可視化、災
害時の避難ルート選定など、人流データを活用したサービス
を提供する事例

技

 ウェルビーイングのニーズ
• 環境・ウェルビーイングに非対応のオフィスビルは、中長期
的に需要が見込めなくなる可能性

意

• 達成指標を設定する視点は「多様なひとにとって快適で健康的に過ごせる都市空間づくりを進め、歩行に
よる回遊を増やしていくことを目指す」であるが、取組は歩行に導くコンテンツの整備、達成指標を「コ
ンテンツの閲覧数」「コンテンツによる取組参加者の1日の歩数」としている

• 現KPIはコンテンツ整備を主眼としているが、このKPIの妥当性について次年度議論としたい

補足資料５-１

補足資料５-２

補足資料５-３

補足資料５-４
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プラン改定に向けた状況の整理
• 国の政策動向などを踏まえ、都心での快適な空間
の創出に重点を置き、Ｅ！まち制度を活用して整
備誘導を図るとしてプランの再整理を検討

• 札幌の地域特性や都市づくりの方向性を踏まえた、
「札幌都心にあってほしい空間」とはどのような
ものか、都心のまちづくりの将来像など全体の議
論の中で検討が必要と認識

• 回遊を促す取組や認証制度との連動についても、
都心のまちづくり全体の議論の中での検討が必要



令和４年度 第３回
札幌都心エネルギープラン推進委員会

（ 補足資料 ）

令和5年３月14日
札幌市 都心まちづくり推進室

配布資料５



 都心エネルギープラン対象エリア内建物の築年数
2020年都市計画基礎調査のデータより、2030以降改修または建替が想定される建物ボリューム
を確認
• 2030年に築年数20～40年を迎え、改修又は建替が想定される建物（1990～2004年に建
設）の床面積の合計266万㎡（38%）、棟数の合計412棟（34%）

• 建替が想定される1989年以前建設の床面積274万㎡（39%）、棟数612棟（50%）

1989年以前の
床面積 274万㎡

1989年以前の
棟数 612棟

1990～2009年の
床面積 266万㎡

1990～2009年の
棟数 412棟

札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 補足資料（1-1、1-2） 2

 改修への対応の必要性
• 現在は建替が主流だが、2030年以降はストックの活用への対応の重要度が高まる可能性

 建築物省エネ法の省エネ基準の改定
• 国交省は建築物の省エネを推進するため、建築物省エネ法の義務基準を引き上げる方針を公表

社 意

 建築主の性能向上努力義務
• 建築物省エネのの改正により、小規模も省エネ基準適合義務の対象に加えられた

 令和６年４月１日に現存する建築物の増築・改築を行う場合の経過
措置について（国住参建第3595 号）

• ①平成 28 年４月１日において現に存する建築物については、非住宅部分について
BEI≦1.1 に適合すること、②令和６年４月１日において現存する建築物（①を除く。）
については、非住宅部分について BEI≦1.0 に適合することとする

• 建築物の増築・改築については、当該増築・改築をする建築物の部分のみを省エネ基準に
適合させる

• 同一敷地内に別棟を増築する場合は、新築として扱われる
（出典：建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部を改正する省令の施行の準備について（技術
的助言）令和４年 12 月７日）

• 「改築」とは、建築物の全部若しくは一部を除却し、又はこれらの部分が災害等によつて
滅失した後引続きこれと用途、規模、構造の著しく異ならない建築物を建てることをいう。
従前のものと著しく異なるときは、新築又は増築となる。なお、使用材料の新旧を問わな
い。（国交省、住指発第1400号）

 確認申請が必要な建築物（建築物の建築等に関する申請及び確認）
第六条 建築主は、第一号から第三号までに掲げる建築物を建築しようとする場合（増築
しようとする場合においては、建築物が増築後において第一号から第三号までに掲げる規
模のものとなる場合を含む。）、これらの建築物の大規模の修繕若しくは大規模の模様替
をしようとする場合又は第四号に掲げる建築物を建築しようとする場合においては、当該
工事に着手する前に、その計画が建築基準関係規定（この法律並びにこれに基づく命令及
び条例の規定（以下「建築基準法令の規定」という。）その他建築物の敷地、構造又は建
築設備に関する法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定で政令で定めるものをいう。
以下同じ。）に適合するものであることについて、確認の申請書を提出して建築主事の確
認を受け、確認済証の交付を受けなければならない。

出典：脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会（参考）脱炭素社
会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方・進め方に関するロードマップ
（2021.8）下図はこのロードマップを元に加工

 義務基準の引き上げ
• 大規模非住宅建築物の場合、義務基準を令和６年４月１日より工場はBEI=0.75以下、事
務所等、ホテル等、百貨店等及び学校等はBEI=0.8以下、病院等、飲食店等及び集会場等
はBEI=0.85以下にすることとする
出典：建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部を改正する省令の施行の準備

について（技術的助言）令和４年 12 月７日
• ２０３０年までには３００㎡以上の中規模、大規模の義務基準をZEB-Orientedレベルに
引き上げる方針

出典：国交省HP

【今後の影響】
• 現行の「都心における開発誘導方針」の容積率緩和（30％）の要件は、10,000㎡以上につい
てZEB-Oriented相当以上、10,000㎡に満たない場合はZEB-Ready相当以上としている

• ZEB-Oriented相当の省エネ基準が義務化された際は、要件見直しなど対応が必要

年度 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 ‥‥･ 2050

住宅

小規模
～300㎡

説明
義務

中規模
300～2,000㎡

届出
義務

大規模
2,000㎡以上

届出
義務

非住宅

小規模
～300㎡

説明
義務

中規模
300～2,000㎡

適合
義務

大規模
2,000㎡以上

適合
義務

支援措置におけ
る省エネ基準適
合要件化

支援措置における省
エネ基準適合要件化

省エネ基準適合義務化

遅くとも
2030年ま
でにZEHレ
ベル(強化
外皮基準＆
BEI=0.8)
に引上

継
続
的
に
見
直
し

２
０
５
０
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現義務基準を引上

（BEI=0.8程度）

省エネ基準適合義務化

義務基準を引上
（BEI=0.8程度）

遅くとも
2030年ま
でにZEB-
Orientedレ
ベルに引上
(小規模は
BEI=0.8)

補足資料１-１ 補足資料１-２



3

 資金調達と建物認証
• 既存建物の取得資金のファイナンスの評価基準として、DBJのGB認証やBELS認証を利用
する事例

 DBJ-GB認証、BELS認証が投資要件になっている事例
• 既存建物の取得資金のファイナンスの評価基準として、 DBJのGB認証３つ星、４つ星、
もしくは５つ星、BELS認証３つ星、４つ星、もしくは５つ星、CASBEE不動産B+、Aも
しくはSランクを評価基準としている事例があり

• 改修の場合は、１０％を超えるCO2排出量の削減、またはエネルギー消費量の削減を評価
基準としている事例あり

出典：グリーンファイナンスポータルより日本政策投資銀行作成

意 補足資料１-３

札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 補足資料（1-3）



4札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 補足資料（1-4）

省エネ量 省エネ率 光熱費減金額 追加建設費 単純償却年数
GJ/年 ％ 千円/年 千円 年

高断熱（外壁、屋根、窓）
全熱交換器（空調機組込型）
変流量制御
変風量制御
外気冷房システム
予熱時外気取入停止

換気 厨房の換気変風量制御 911 2.5% 1,884 8,004 4.2
オフィス平均照度 750lx→500lx 2,104 5.6% 4,352 -38,891
LED照明 4,261 11.3% 8,811
初期照度補正制御
昼光利用制御
在室検知制御 130 0.3% 269 878 3.3
タイムスケジュール制御 168 0.4% 349 173 0.5
節湯器具 139 0.4% 288 1,421 4.9
潜熱回収型ガス給湯器 501 1.3% 1,859 1,604 0.9

創エネ 屋上太陽光発電（5kW） 51 0.1% 106 1,275 12.1

省エネ検討案 13,397 37.5% 35,258 472,340 13.4

空調 18,456 487,868 26.415.9%5,668

対象 省エネ技術
省エネ効果 費用対効果

照明 1,739 4.6% 3,595 10,008 2.8

給湯

 検討モデル（オフィスビル）
• 床面積17,000㎡程度のオフィスビルを設定
• オフィスビルの足元には床面積3,000㎡程度の商業モデル（飲食店）を設定

※省エネ量、省エネ率（建物全体のエネルギー消費量に対する削減効果）は検討モデルの概算値
※光熱費は、北海道電力、北海道ガスが公表している単価を元に税抜きで算出

（電力単価に再エネ賦課金を足し、電力、都市ガスともに燃料調整は含まず）
※単純償却年数は、（追加建設費÷年間光熱費の削減額）の概算値
※追加建設費は、専門メーカの見積、積算資料を参考に基準案と省エネ検討案の建設費の差額を概算。見積金額に

ZEB設計ガイドラインなどを参考した掛率を掛けて算出、すべてに経費率（15％）を見込む
※オフィス平均照度750lx→500lx は、建設費も削減できるのでの費用対効果（単純償却年数）の計算不可
※ LED照明は、基準となる蛍光灯器具が生産終了のため費用対効果の計算不可
※空調の光熱費減金額には全熱交換機の採用によるDHCの契約熱量の削減効果を含む

 省エネ技術の省エネ率と費用対効果の考察
• 「省エネ検討案」の省エネ率は３８％程度、単純償却年数は１４年程度と試算
• 特に照明に関しては、「照度設定」によるコスト縮減と省エネ効果が高く、それ以外の省エ
ネ技術導入についても費用対効果が高い傾向

表 検討モデルによる省エネ率と費用対効果

 想定した省エネ技術
• 公式なBEI計算ツールであるWEBプログラム（標準入力法）で計算可能な省エネ技術を想定
• オフィス基準照度は、「ZEB設計ガイドライン【ZEB Ready･中規模事務所編】」を参考に設定

外皮
高性能断熱材
Low-eガラス使用

熱源 高効率熱源機器

空調

全熱交換器（空調機組込型）
変流量制御（2次ポンプ）
変風量システム（空調機）
外気冷房システム
予熱時外気取入停止

換気 厨房の換気風量制御

照明

オフィス基準照度 750lx→500lx
LED照明
初期照度補正制御
昼光利用制御
在室検知制御
タイムスケジュール制御

給湯
節湯器具
潜熱回収型ガス給湯器

創エネ 屋上太陽光発電（5kW）

 検討モデルのBEIの傾向
• 上記の省エネ技術をすべて採用する「省エネ検討案」と、比較対象としてすべて採用しない
「基準案」を設定

• 本資料における空調方式は「DHC利用＋空調機」
• 試算の結果「省エネ検討案」のBEIの傾向は次のとおり
モデル建物法：BEI=0.71、標準入力法： BEI= 0.56

追加建設費

「基準案」
省エ対策なし
（H28基準相当）

「省エネ検討案」
省エネ対策あり

～～ ～～ ～～ ～～

省エネ技術に関わる建設費
省エネ技術により減額
になる建設費
・オフィス基準照度見直し
・熱負荷削減に伴う熱源や
空調機の容量削減効果
など

図 追加建設費の考え方

補足資料１-４
 工事費高騰への対応
• 費用対効果を見極めた省エネ手法の導入

• 新築建物を想定した、省エネ技術の導入効果と費用対効果の試算を実施
（検証結果を抜粋して記載）

検

意



図 熱供給ネットワーク拡張の方向性（イメージ）
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 プラント連携による効率改善
• 低い効率（供給熱量が小さい（低負荷）運転時間帯）をプラント連携により改善

熱供給ネットワーク拡充の方向性整理
エリアや街区の特徴を捉えた熱供給ネットワーク拡充の
方向性を3通り想定し検討
① 既存ECと新規ECを連携することの利点を活かす都心
強化先導エリア（大通公園北側）での熱供給ネット
ワーク拡充

② 変温度供給やCEMS導入による新しい熱供給ネット
ワークを都心強化先導エリアのうち大通南側で整備

③ 地域特性に応じた拠点型熱供給の整備

 運転実績に基づくプラント効率

検
都心エネルギーアクションプランより →
「冷水・温水導管ネットワーク幹線の整備手順」
都心強化先導エリアにおいて、ループ状の熱導管
ネットワークを構築することとして記載

補足資料２-１

札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 補足資料（2-1）

プラント連携によるプラント効率向上の考察
• 複数プラントの連携により、連携プラント内のより効率の高い冷水熱源設備の優先運転、
蓄熱槽の有効活用により、冷水利用の割合が大きい期間において連携プラント全体での総
合プラント効率が向上

• 単独でのプラント運用の場合、低負荷時においても必要となる搬送動力等の稼働や、中間
期のＣＧＳ排熱利用における余剰の発生などがプラント効率に影響を与える可能性

プラント連携の考察
負荷状況に応じプラント間で稼働する熱源設備を集約し、高い負荷率で運転を行う
ことにより、プラント効率が改善する可能性
機器稼働率向上、CGS排熱利用率の向上など
付加価値としての冗長性向上など
プラント連携に必要となるエネルギーネットワーク幹線の整備拡充の必要

プラント連携による効率実績（道庁南ECと赤れんが前ECでの冷水連携事例）
• 2021年、2022年実績値、および参考値として創世ECのプラント効率を表示
• 冷水連携を行っている夏期・中間期において、参考値と比較しプラント効率が向上

複数プラントでの冷水連携によるプラント効率
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 変温度供給の導入（丸の内・常盤橋サブプラント）
• 負荷に応じて供給温度を変える変温度供給の導入

技

 AIを活用したCEMSの導入（新さっぽろ）
• 需要と供給、双方のエネルギーを効率的にマネジメントし、需要家と一体となった省エネ推進

技

出典：丸の内熱供給プレスリリース資料 2021.7.21

出典：北海道ガス資料

補足資料２-２

補足資料２-３

札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 補足資料（2-2、2-3，2-4）

新さっぽろエネルギーセンター事例
• AIを活用したCEMSにより、需要・供給双方のエネルギーをマネジメントし、街区内一体と
なった省エネを推進

• エネルギーセンター（ガスCGS約2,500kW）から、ホテル、商業施設、病院、集合住宅等に電
気と熱を供給（電気は自営線による供給）

 脱炭素先行地域の取組
• CNガス導入など、エネルギーネットワークを活用した２０３０年脱炭素先行地域の目標達
成に向けた取組の展開

補足資料２-４
検

 札幌都心の「脱炭素先行地域」の取組として、エネルギーネットワー
クを活用した熱と電力利用の脱炭素化を位置付け

出典：脱炭素先行地域づくりスタディガイド（第３版） （2023年１月環境省）

 ２０２２年１１月 「脱炭素先行地域」に選定
 メタネーション実現までのトランジット期の取組みである「CNガスの導入による脱炭素化」
を踏まえた取組内容についても評価された

 CNガスにおけるクレジットの扱いについては、補足資料2－1参照

札幌都心の取組概要

丸の内・常盤橋サブプラント事例



7札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 補足資料（2-5）

 再エネ熱、未利用熱を活用した地域熱供給の事例
• 地中熱や太陽熱などの再エネ熱源を取り込み、温熱と冷熱の負荷融通によるシステム全体の
改善を目指す検討が展開

技

出典：
地域熱供給パンフレット
資源エネルギー庁

 高輪ゲートウェイ駅地域冷暖房の第１サテライトプラントの概要
• 高輪ゲートウェイ駅地域冷暖房の第１サテライトプラントでは、バイオガスや太陽熱などの再
生可能・未利用エネルギー熱を活用したシステムを計画している

出典：高輪ゲートウェイ駅地域冷暖房区域計画概要書 令和2年2月13日 東日本旅客鉄道株式会社

補足資料２-５
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 クレジットによるCO2オフセット
• 電力と熱で、温対法の報告に対応できるコンプライアンス・クレジットに違いがある状況

 オフサイトＰＰＡの制度化
• 2021 年11 月オフサイトPPAの関係省令が改正され、域外に整備された再エネ発電設備からの
電力供給スキームが整理

社

 再エネ価値取引市場を取り巻く動向
• 2021年11月の初回オークション後、再エネ価値取引市場における約定量は着実に増加
• 2022年度第１回オークションでは、約定量が過去最高の約33億kWhとなった（平均価格
は0.3円/kWh）

• 2022年3月に資源エネルギー庁が行ったアンケート調査によると、小売電気事業者による
FIT証書の活用が増加しており、FIT証書を活用した再エネメニューを販売している小売
電気事業者は、回答事業者（52社）の約６割（32社）であった

• また、小売電気事業者以外の取引参加も増加しており、直近では、小売電気事業を行わな
い需要家が16者、仲介事業を行う事業者が65者、取引に参加している

 オフサイトＰＰＡのスキーム
• オフサイトの発電設備を持つ発電事業者と需要家が長期の電力販売契約を結び、小売電気
事業者を介して電力を供給

社

 都心のオンサイトPV発電のポテンシャル（超概算）
• 都心の建物屋上にPVを設置した場合の年間発電量を推計し、年間電力消費量と比較
• すべての屋根に太陽光発電パネル設置を想定すると、年間電力消費量の11.5％を賄うこと
ができる

検

【計算条件】
 都心エリア全体の年間電力消費量（2020年概算） 886,700 MWh/年 ア
＊用途別延べ面積×用途別年間電力消費量原単位（2020年基礎調査より）の合計
 都心エリア内の建築面積（2020年基礎調査より） 959,630㎡
 想定太陽光パネル面積（＝建築面積×50%） 480,000㎡
 太陽光パネルの発電効率（結晶系） 20%、損失係数 75％
 パネル１㎡当りの年間発電量（パネルの傾斜角50°,札幌） 213kWh/㎡年
【計算結果】
 都心エリア全体の年間発電量
480,000㎡×213 kWh/㎡年 ⇒102,240 MWh/年（アに対し 11.5％）

 クレジットについて
• 温対法報告に対して活用可能なカーボンクレジット・証書の一覧

出典：再エネ価値取引市場について 資源エネルギー庁 2022年11月30日

認証団体 温対法報告

カーボン
クレジット

J-クレジット
電力

国が認証
〇

熱 〇

ボランタリー
クレジット

電力 民間セクターが認証
企業の自主的なカーボン
オフセットに活用

×

熱 ×

証書

非化石証書 電力 国が認証 〇

グリーン証書
電力 一財）日本品質保証機構

（＋国の認証により〇）
（〇）

熱 （〇）

補足資料３-１ 補足資料３-２

札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 補足資料（3-1，3-2）

 経産省「グリーン成長戦略」における今後の取組
• 水素直接利用、クレジットでオフセットされたLNG導入、CCU/カーボンリサイクル等の
推進

• 地域での水素直接供給のネットワーク形成や課題検討、クレジットでオフセットされた
LNGの導入促進、CCU/カーボンリサイクル技術の実用化等に取り組む

• 熱分野では、温対法の報告に対応していないボランタリー・クレジットを併用している状
況（温対法の報告書様式には、参考としてのボランタリー・クレジット記載欄あり）
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 水素利用技術の開発
• 水素や水を利用した合成メタン製造技術を開発中

技

 革新的メタネーション技術について
• 東京ガス（TG）、大阪ガス（OG）2社の取り組む革新的メタネーション技術には、従来
メタネーション技術（サバティエ反応）にはない以下2点の画期的な共通した特徴があり、
低コスト化の実現が可能となります。

（1）製造プロセスの一体化や排熱利用による高いエネルギー変換効率
（2）水素の調達が不要で、水とCO2から高効率に直接e-メタンを製造可能

出典：東京ガス、大阪ガス共同プレスリリース（2022年12月20日）

補足資料３-３

札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 補足資料（3-3）
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 頻発する大規模自然災害と政策動向（1）
• 近年頻発する大規模自然災害を踏まえた計画を策定

社

図 2000年以降の自然災害の一例

 世界的な大規模自然災害の動向
• 全世界的に、気候現象や風水災等の気象に関連する災害は増加

 国内の自然災害の発生状況（国土交通省白書2020より）
• 2000年以降、2004年の台風被害や、東日本大震災等の地震災害、令和元年房総半島台風や令
和元年東日本台風に伴う洪水・土砂災害等、毎年、多くの自然災害が発生

出典：MS&ADインターリスク総研資料

補足資料４-１

札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 補足資料（4-1）

 【国土強靭化基本計画（H30.12.14閣議決定）】
• 想定するリスクとして大規模自然災害を位置付け、個別施策分野として12分野を設定
• うち「行政機能」「住宅・都市」「エネルギー」においてライフラインの確保、自立・分
散型エネルギーを位置付け

• P17「行政機能」の推進方針（抜粋）

• P20 「住宅・都市」の推進方針（抜粋）

• P24「エネルギー」の推進方針（抜粋）
 コージェネレーション、燃料電池、再生可能エネルギー、水素エネルギー、LPガス等
の地域における自立・分散型エネルギーの導入を促進するとともに、スマートコミュ
ニティの形成を目指す

 地方公共団体において、政府及び各府省庁の取組を踏まえた業務継続計画の策定及び
見直し、実効性向上のための取組の促進等により業務継続体制を強化する。また、庁
舎の耐震化等、電力・ガス等のエネルギーの確保、情報・通信システムの冗長性の確
保、物資の備蓄、代替庁舎の確保等を推進する

 自立・分散型エネルギーの導入等によるエネルギー供給源の多様化・分散化等による
災害時における各種施設のライフラインの代替機能確保を図る。その際、まとまりの
ある区画単位を基本として実施することに留意する

リスク
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止
想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱
施策（エネルギー供給の多様化）
再生可能エネルギーや LP ガス・灯油等の活用、コジェネレーションシステム、自動
車から各家庭やビル、病院などに電力を供給するシステムの普及促進、スマートコ
ミュニティの形成等を通じ、自立・分散型エネルギーを導入するなど、災害リスクを
回避・緩和するためのエネルギー供給源の多様化・分散化を推進する必要がある

• 都市部で想定されるエネルギー分野のリスクと施策（抜粋）

 【札幌市強靭化計画（2019.12）】
• 国土強靭化基本計画および北海道強靭化計画と調和した、「国土強靭化基本法に基づく国土強
靭化地域計画」として位置付け

• 本市に発生しうる災害のリスクを見極め、最悪の事態に陥ることが避けられるよう事前の具体
的施策を定め、災害に強いまちづくりを進めるための実行計画

• 災害時のみならず平時にも効果を発揮し、経済の成長にもつなげるといった取組を通じ、将来
世代が安心して暮らせる社会づくりに向け、SDGsの視点をもって取り組むとしている
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 頻発する大規模自然災害と政策動向（2）
• 近年頻発する大規模自然災害を踏まえた計画を策定

社

【札幌市気候変動対策行動計画（2021.3）】
• 気候変動適応法に基づく「地域気候変動適応計画」として位置付け策定
• 第8章「気候変動の影響への適応策」にて、6つの分野と考えられる本市への影響を整理。その
うち分野「産業・経済活動・都市生活」に影響のある項目として「停電、観光・イベント、除
排雪」を位置付け

• 下図のとおり「本市で起こり得る影響」を整理し、適応策の基本方針として「自然災害発生時
の電源確保」を位置付け

• 主な取組として「停電発生時の電源確保・エネルギー対策」を位置付け
• 具体的な内容として都心エネルギープランに基づく自立分散電源の整備誘導などを位置付け、
その他再エネ設備導入や省エネ技術・蓄エネ技術導入も位置付けられている

補足資料４-１

札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 補足資料（4-1）

【札幌駅・大通駅周辺地区都市再生安全確保計画】
• 都市再生特別措置法に基づき、都心の「札幌駅・大通駅周辺地区」を対象として策定
• 想定する災害として、札幌市の第4次地震被害想定における内陸型地震（冬期・月寒断層）を想定
しており、人的被害や建物被害のほか、ライフライン途絶の被害想定を明示

• 本計画ではこのうち、都心という特徴から特に帰宅困難者の冬季屋外滞留への対応の必要を整理
• 重点的に推進すべき対策を次の3点として位置付け

 一斉帰宅の抑制
 一時滞在施設等の確保
 帰宅困難者等への情報提供

【都心における開発誘導方針】
• 都心の民間開発の機会を捉え、災害時の一時滞在施設等の確保を促進するため「防災性向上ボーナ
ス」による容積率緩和を設定

• 容積率緩和の要件は以下のように整理
「７２時間以上稼働できる非常用電源設備を整備すること（建物の機能を最低限維持
できる電力※を72 時間以上確保すること）」

※災害時に、人命保護や安全確保、避難支援、基幹業務の維持・遂行等といった観点で、
一時滞在スペースなどの災害対応時に中枢となる機能において、照明、通信、給排水、
空調、携帯電話の充電等をまかなえる電力

表 帰宅困難者数等推定結果（千人）

強靭化の考え方整理
 都心エネルギー施策における「非常時」の定義を明確化（安全確保計画の想定災害に起
因するインフラ（電気・ガス・通信・水等）供給停止への対応を想定 など）

 都心の地域特性や一時滞在施設等の位置付けに応じた、非常時の取組内容の整理
都心全域で普遍的に必要な取組の位置付けと、都心強化先導エリアなど都市ブラン
ディング等付加価値を考慮した取組内容、およびエネルギーネットワークの有効活用手
法などの整理の必要
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 DHCからの非常時の電力供給
• DHCからの非常時の電力供給事例を調査しスキームを整理

 新宿新都心地区の事例
• 東京ガスエンジニアリングソリューションズ（以下「TGES」）にヒアリング

検

新宿新都心地区
拠点 • 新宿新都心熱供給プラント
電力供給 • 平常時＋非常時
電力供給対象 • 東京都庁（第２本庁舎）
電気事業法上の位置づけ • 電気事業法上は「非電気事業用電気工作物に該当」

• 自家発自家消費として扱えることを「経済産業省に確認済み」

電源の種類 • コージェネ（TGES所有）
• 4,500kW（夏季最大、タービン）

電力供給容量 • 1,500～3,000kW（平常時は平日８時～２０時）
接続箇所（受渡場所） • 断路器盤（東京都庁第二庁舎）
電力ケーブル • 自営線（TGES所有・管理）
洞道 • 専用洞道（TGES所有）
電力料金 • TGESが都市ガスを購入し、東京都から電気料金を徴収
概念図

 丸の内地区二重橋プラントの事例
• 丸の内熱供給（以下「丸熱」）にヒアリング

丸の内地区（二重橋プラント）
拠点 • 丸の内二重橋ビルプラント
電力供給 • 非常時のみ
電力供給対象 • 丸の内二重橋ビル（プラント設置建物）

• 既存ビルの帰宅困難者受入スペース
電気事業法上の位置づけ • 非常時のみのため、電気事業法の適用外

電源の種類 • コージェネ（丸熱所有）＋非常用発電機（三菱地所所有）
• 1,000kW×２＋1,000kW（72時間）

電力供給容量 • 周辺建物へは帰宅困難者受入スペース用
接続箇所（受渡場所） • 電灯・動力切替盤（既存ビル）
電力ケーブル • 自営線（三菱地所所有・管理）
洞道 • 専用洞道（三菱地所所有、スーパーチューブ）
電力料金
概念図

出典：三菱地所設計HP

補足資料４-２

札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 補足資料（4-２）
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 分散電源としてのV2G（Vehicle to Grid）
• 分散電源として電気自動車の「蓄電池」を活用する事例

技  都心の事業者へのアンケート（2021）
• ４３％程度の建物が、非常時のエネルギー供給の強靭化について「検討済み」または「検討
中」と回答

社

（強靭化の取組に関する回答）
札幌都心部での強靭化の取組や課題について質問

非常時のエネルギー供給の強靭化について

強靭化に取り組む理由

非常時に電力供給を継続する目的（複数回答）

非常時に熱供給を継続する目的（複数回答）

図 自動車メーカーなどによる実証事業の全体像
出典：Ｖ２Ｇ実証プロジェクトの概要について 2019年10月23日 日産自動車（株）ほか

 自動車メーカーなどによる実証事業
• 2018年から実証プロジェクトとして開始している事例
• カーシェアや観光施設、事業所など幅広い場面でのV2G活用を目指すもの

 都市の強靭化とV2Gの関連性
• 都市の分散電源として可能性あり
• 急速充電設備などのインフラ整備が必要
• 都市開発と連動する可能性あり

 V2Gとは
• V2G(Vehicle to Grid)とは、電気自動車(EV/PHEV)を動く蓄電池としてみなし、電気自動車に
蓄えられた電力を大手電力会社が管理する電力網に供給する技術、または考え方

• 都市の分散電源のひとつとして考えられる

補足資料４-４補足資料４-３

札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 補足資料（4-３，4-４）



「健康とは、病気ではないとか、弱っていないということではなく、肉体的にも、精神的に
も、そして社会的にも、すべてが満たされた状態（well-being）にあることをいいます」

出典：世界保健機関憲章前文（日本WHO協会仮訳）
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社

出典：国交省HP

ウォーカブル推進都市
• 346団体の賛同（2023.1.31現在）
• 国交省は、ウォーカブル推進都市を
パートナーとして、引き続き政策の
検討を進める 出典：国交省HP

 まちなかウォーカブル推進事業
（令和２年度創設）
• ウォーカブル都市の構築に向けて、市町村や民
間事業者等が実施する、街路・公園・広場等の
既存ストックの修復・利活用に対して重点的・
一体的な支援を行う「まちなかウォーカブル推
進事業」を創設

 ウェルビーイングのニーズ
• 環境・ウェルビーイングに非対応のオフィスビルは、中長期的に需要が見込めなくなる可能性

 ウェルビーイング非対応のオフィスビルの需要見通し
• AMやレンダー・投資家は、環境・ウェルビーイングに非対応のオフィスビルは、中長期的に
需要が見込めなくなると考えており、デベロッパー等に比べより厳しい見方をしている

• また、「既に需要が見込めなくなっている」とする回答も一部だが存在しており、投資資金
を呼び込むためにも、オーナーサイドは環境配慮対応やウェルビーイング対応を図っていく
ことが求められる

意

出典：日本政策投資銀行・価値総合研究所

補足資料５-１ 補足資料５-２

札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 補足資料（5-1，5-2）

 ウェルビーイング（well-being）
• 身体的・精神的・社会的に良好な状態にあることを意味する概念

 ウォーカブルなまちなかの形成
• 車中心から人中心の空間へと転換を図り「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりを推進
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 ＣＡＳＢＥＥ-ウェルネスオフィスがスタート
• 健康重視の方向に拡張するCASBEE-ウェルネスオフィスの評価認証が2019年からスタート

社

 CASBEE-ウェルネスオフィス
• 近年の室内空間の快適性・健康性に対する関心の高まりに対応するため、環境品質Qの評
価項目を健康重視の方向に拡張するCASBEE-ウェルネスオフィスの評価認証が2019年か
ら開始された

• 従来のCASBEE-建築と合わせて使用することで、建築物の環境性能をより広範に評価す
ることができるようになった

• 2019年から開始されたCASBEE-ウェルネスオフィスの評価認証も年間２０件弱程度の
ペースで増加している

 WELL Building Standard®
• WELL Building Standard®は、人々の健康とウェルビーイングに焦点を合わせた建築や
街区、環境の性能評価システム

• 人の健康とウェルビーイング（身体的、精神的、社会的に良好であること）に影響を与え
るさまざまな機能を測定・評価・認証する評価システムである

• WELL Building Standard®の登録数と認証件数は世界各国で年々増加している
• 2022/8/29現在の累計認証件数は731件(33ヵ国)、さらに696件(35ヶ国)が予備認証を受
けている

• 日本の登録数・認証数は、2016年以降年々増加、これまで102件が登録され、そのうち
24件が認証を得ている。

世界の認証数・予備認証数
2022年8月29日現在

出典：Green Building Japan

日本の登録数・認証数
2022年9月20日現在

 人流データ・DXの活用
• 施設や店舗、乗り物の混雑状況を利用客に向けて可視化、災害時の避難ルート選定など、人
流データを活用したサービスを提供する事例

技

 人流データ・DXを活用している事例「TOKYO OASIS]
• 「TOKYO OASIS」は、「大丸有環境アトラス（大丸有地区の環境情報等をデータベース化し、
新たな価値の発信につなげる情報プラットフォーム）」をリアルタイムに可視化・シミュレー
ションし、快適に過ごせる空間（ルート・場所）の情報を発信するWEBサービス

出典：エコッツェリアHP

スマートフォンの表示画面例

補足資料５-３ 補足資料５-４

札幌都心のエネルギー施策の新たな展開に向けた基礎的整理 補足資料（5-3，5-4）


